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序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文

スリ・ランカ民主社会主義共和国（以下、「スリ・ランカ」と記す）政府は、同国に市場経済原理を

導入するなかで、国営企業民営化、輸出振興、貿易収支改善等の諸政策を実施してきています。製

造業の基幹である鋳造・金属加工業の振興については、同国経済基盤の活性化に不可欠な要素とし

て、これを重視しています。

このため同国政府は、産業界のニーズが高い鋳造及びメッキ分野に関し、1994年２月に我が国に

対しプロジェクト方式技術協力の実施を要請してきました。

これを受け、我が国はスリ・ランカ側と協議を進めた結果、工業開発委員会（IDB）を実施機関と

して、鋳鉄に特化した協力を実施することで合意し、1995年 12月から５年間のプロジェクト方式

技術協力が開始されております。

今次運営指導調査団は、現在の技術移転進捗状況を確認して、活動計画の見直しの必要性につい

て検討するとともに、終了時評価を実施する際に必要となる各種データ・資料を確認し、評価準備

作業の進捗を図ることを目的として派遣されたものです。

あわせて、今次運営指導においては、プロジェクト終了後のIDB鋳造部門に対する技術協力のあ

り方について、現地関係者と意見交換を行いました。

本報告書は、現地における調査及び協議結果を取りまとめたものです。この場をお借りし、調査

団派遣にご協力いただいた日本、スリ・ランカ双方の関係各位に対し、深くお礼申し上げ、今後も

引き続きご支援いただけるようお願いしたいと思います。

2000年３月

国際協力事業団
鉱 工 業 開 発 協 力 部

部長　林　　典　伸
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第１章　調査団の概要第１章　調査団の概要第１章　調査団の概要第１章　調査団の概要第１章　調査団の概要

１－１　第２次運営指導実施の背景及び派遣の目的

本件プロジェクトは、1995年12月１日から５年間にわたり、鋳造技術主要４分野（木型、造型、

溶解、試験検査）において技術移転を実施している。2000年11月いっぱいでプロジェクト期間は

終了するが、７～９月ごろに実施予定の終了時評価に向け、現時点までの技術移転進捗状況につい

て、現地専門家グループと協議を行い、必要があれば今後の活動計画の見直しを検討する。

また、終了時評価時に利用する各種資料を現時点で収集するとともに、その準備作業の進捗を図

る必要がある。

さらに、今次運営指導においては、本件プロジェクト終了後のIDB鋳造部門への技術協力のあり

方について、現地関係者と意見交換を行った。

１－２　主要調査事項

（1）最新の技術移転進捗状況の確認

（2）技術協力計画等の確認及び見直し

（3）終了時評価に関する説明及び関連資料の確認

（4）今後の IDB鋳造部門に対する協力のあり方に係る意見交換

１－３　調査団の構成
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１－４　調査日程

１－５　主要面談者

〈スリ・ランカ側〉

（1）Industrial Development Board of Ceylon （IDB）

Mr. Vasantha Jayasinghe Chairman

Mr. S. N. P. Fernando Foundry Manager

Mr. S. L. P. Stambo Chief Engineer

〈日本側〉

（1）在スリ・ランカ日本大使館

野田　朋子 三等書記官

（2）JICAスリ・ランカ事務所

海保　誠治 所　長

鈴木　康次郎 次　長

尾上　能久 所　員

（3）プロジェクト

坂牧　嘉明 チーフ・アドバイザー

市之瀬　隆二 業務調整員
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平野　仁郎 専門家（溶解理論）

沖本　謙次 専門家（溶解実技）

前山　日出夫 専門家（木型）

福山　勲 専門家（造型及び砂処理）

中山　正義 専門家（鋳造方案）
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第２章　調査結果概要第２章　調査結果概要第２章　調査結果概要第２章　調査結果概要第２章　調査結果概要

（1） 技術移転の進捗状況

・2月時点での技術移転評価表（Technology Transfer Goal and Target Products ：付属資料１）に

基づき、専門家１人１人と個別に協議し、各協力分野（木型、造型、溶解、試験検査）の技術

移転の進捗状況を確認した。

・いずれの協力分野においても技術移転は順調に実施されており、各専門家とも、2000年11月

のプロジェクト終了時までには、すべての技術移転項目について、レベル３以上を達成できる

であろうとの見解を述べた。ただし、既習得項目の反復実施による習熟度の向上は今後とも必

要であるとの意見も出された。

・個々の技術移転の達成レベルの裏づけ資料については、必要な試験検査報告書、作業基準、完

成ターゲット製品資料等を次回の技術移転評価実施時に併せて取りまとめることとした。

・各協力分野における作業基準については、作成状況はまちまちであるが、各専門家からは今後

の技術移転の進捗に伴い作成されるとの説明があった。当方からは各専門家に対し、作業基準

の作成はカウンターパート（C／P）主体で行うよう指摘した。（付属資料２：現時点での作業

標準作成例）

・研修コース・テキストについては、シンハラ語バージョンが作成され、使用されていることを

確認した。

・なお、ターゲット製品の１つとなっているジブ・クレーンの車輪（Jib Crane Wheel）について

は、これをターゲット製品として設定すること自体には問題はないが、スリ・ランカ港湾局

（Port Authority）から受注した鋳鉄製クレーン車輪については、品質についてIDBとPort Au-

thorityの間で何らかの文書を取り交わし、さらに万が一事故が起きた場合のIDBの法的責任に

ついて、IDBの法務担当者の意見を確認したうえで引き渡しを行うよう、専門家グループ及び

IDB側に申し入れた。（付属資料３：平野専門家作成説明文書）

（2） 今後のプロジェクト活動計画

・全ての供与機材が順調に稼働していることを確認した。

・2000年５月以降に予定されている非鉄金属鋳造の作業スペースについては、鋳造工場脇の資

材置き場の改装工事が IDB側で進められている。現在は屋根がかけられた状態である。

・プロジェクト側としては、技術移転がほぼ順調に推移していることから、現時点では追加的な

投入の必要性は考えていない旨を表明した。
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（3） 終了時評価関連

・IDB側に対し、再度終了時評価実施の手順について説明を行い、終了時評価が日本・スリ・ラ

ンカの合同作業である旨を強調し、先方の理解を得た。

・終了時評価実施にあたって必要となる各種資料を付属資料４のとおり収集した。

・プロジェクト及びIDB側は、現行PDMに記載されている指標に関するデータ収集は可能であ

り、終了時評価時にはPDMについては現行のまま使用して差し支えないとの見解を示した。

（4） 今後の協力のあり方

・本件プロジェクト終了後のIDB鋳造部門に対する協力については、IDB側より鋳鋼、熱処理、

非鉄金属の各分野への協力に関する要望が出されている。

・IDBチェアマンのジャヤシンハ氏は、現在のプロジェクトの進捗状況を評価したうえで、IDB

としては今後自己収入をあげるための受注活動（commercial activities）を強化したいと考えて

おり、民間鋳造業界に対しより質の高いサービスを提供するために上記３分野での継続的な協

力が望まれると説明した。

・また、同氏は IDBは ISOの認証取得も行いたいと考えているので、この点でも協力をいただ

きたいと述べた。

・プロジェクトにおいては、民間業界のより詳細なニーズを把握し、IDB側との今後の協議に役

立てるため、民間のコンサルタントを通して、鋳造業者、原材料供給業者、鋳造製品ユー

ザーを対象とした市場調査を実施している。４月末には調査報告書がまとまる予定である。

（TOR付属資料５の（１））

・JICA事務所への報告時に、海保所長は「IDBが民間業界の需要に即応できる技術力をもって

いるかどうか」が、IDBの持続発展性を検討するうえで重要なポイントである旨を述べた。ま

た、IDBが研修、研究開発、技術アドバイス等のサービスを充実させていく必要があるとの見

解を示し、かかる目的を達成するために必要な協力を慎重に検討しなければならないと述べ

た。
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第３章　調査団所見第３章　調査団所見第３章　調査団所見第３章　調査団所見第３章　調査団所見

本プロジェクトは、これまで、当初予定期間どおりにプロジェクトを終了するつもりで進めてき

た。しかしながら、１月のステアリングコミティーで関連業界のメンバーから、プロジェクト成果

を民間へ裨益することが不十分であり、より強力な関係を望むと要望が出されたとの報告があった。

さらに、２月に行われたプロジェクトリーダー会議の際にリーダーから、決められた技術移転内容

については当初予定期間内に終了する見込みであるが、その後の自立発展性となると不安が残ると

の報告がなされたことから、急遽プロジェクトの状況を確認するために訪問することとなった。

サイトを見ながらリーダーや専門家の方々から説明を受け、当初の協力期間終了時には各分野の

技術移転が修了する見込みであること、プロジェクトの目標である地元企業への技術サービスの向

上については、研修コースを開設し、これまでに60名以上を受け入れ、来年度も実施を予定して

いること、試験検査についてもいくつか依頼を受けていることを確認した。一方、質の高い溶解が

できるようになるまで、これまでに日本人専門家やC／Pが多くの苦労をしてきており、やっと外

部の人に見せられる、教えるに足る品質のものができるようになったところであり、外部へのサー

ビスという点では緒についた段階であるという実情も聞いた。

視察に訪れたスリ・ランカ国鉄の工場で、IDBよりはるかに大規模に鋳造が行われていた。何人

かのIDBの研修受講経験者に研修成果を尋ねたところ、研修受講後、鋳肌がよくなったという意見

を聞き、IDBの鋳造と研修の質の高さを感じた。

JICAスリ・ランカ事務所の海保所長からは、主として日本人専門家の方々の努力により、これ

まで順調に行われてきたといえるのかもしれない。他方、政府機関であるIDBにとって今必要なこ

とは何かという見方をすると、移転された技術を民間へ普及することであり、そのためのサービス

の強化、さらにあえていえば、民間へのコンサルタンシー・サービスの実施なのではないか。現在

の研修サービスだけでは自己収入としてはおそらく不十分であり、この先活動・組織が縮小してし

まう懸念がある。可能であれば、コンサルタンシー・サービスなど民間への普及活動の強化に対す

る助言のために引き続き日本の協力を行うことが望ましいとの示唆を得た。

これに対してチームからは、日本の協力といった場合には、日本側のリソースの問題が大きいの

で、能否は簡単にはいえない。調査結果及び聴取した意見をもち帰って報告し、現在行っている

ニーズ調査の結果も踏まえて、今後の進め方に資することとすると述べた。さらにプロジェクトを

終了したのに自立発展できないことはまずいこと、これまでC／Pへの技術の移転を行ってきて、

今後は移転された技術を民間へ普及させる活動を強化するということであれば、日本側が協力をす

るための理由づけは可能と考えるとコメントした。例えば、具体的にコンサルタンシー・サービス

への助言をするために、どの技術分野の日本人専門家がどの程度の期間必要なのか、それを実現す

るためにIDBは何をするのか、シナリオを提示してほしいとリーダーにお願いした。さらに、コン
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サルタンシー・サービスというのであれば、IDBには実施経験がないので、プロジェクト期間中に

少しでも経験をさせてほしいこと、実施の主体はあくまでIDBであるので、自ら計画を立て、実施

していく必要があることをジャヤシンハ IDBチェアマンに説明してほしいことを併せてリーダー

に依頼した。

所見の詳細は以下のとおり。

（1）今次運営指導は実質３日間と短期間ではあったが、技術移転評価表を用いたモニタリング実

施直後だったこともあり、PDM上の各協力分野において、確実にC／Pへの技術移転が進捗

していることを確認できた。本件プロジェクトにおいては、キュポラ等機材の据え付け及び安

定操業に予想以上の時間を要したが、各専門家の努力が実り、既述のとおりプロジェクト終了

時までには、各協力分野において合格点であるレベル３に達成できる見込みである。

（2）技術移転の進捗状況は今後もモニタリングしていく必要がある。しかし現在のペースで技術

移転が進めば、PDM並びに技術移転評価表により合意された協力範囲に関して見る限り、本

件プロジェクトは当初予定どおり 2000年 11月末をもって終了することが可能と思われる。

（3）他方、本件プロジェクトの目標である「IDBが産業界に適正な技術を提供できるようにな

る」ことについては、これまで本件プロジェクトで行ってきた協力で十分といえるかどうかを

慎重に検討する必要がある。果たしてIDBは地元鋳造業界の技術ニーズに応え、業界をリード

できるような技術力を備えたといえるのであろうか。

（4）IDB側は、民間に適正なサービスを提供するために我が国の継続的協力が必要な分野とし

て、鋳鋼、熱処理、非鉄合金の３分野をあげている。しかし、IDBにおける鋳造業界のニーズ

把握は必ずしも十分とはいいがたく、今後民間業界との情報交換を活発化させつつ、さらに詳

細な調査が必要と思われる。この意味でも、現在プロジェクトにて実施中の市場調査の結果が

注目される。

（5）また、スリ・ランカ政府は2000年２月に隣国インドとの間で、鉄鋼、銅、アルミ、ニッケ

ル等の原材料や、それらを使った機械部品等を対象に含む広範囲な自由貿易協定を締結した。

同協定がスリ・ランカの鋳造業界に与える影響は少なくないと思われるので、今後のスリ・ラ

ンカ鋳造部門への協力のあり方を検討する際に十分に勘案する必要がある。

（6）しかしながら、「次のメニュー」を議論するにあたっては、まず今次プロジェクトの成果が

IDBに定着することの可能性、及び民間業界への波及効果が十分かどうかを見極める必要があ

る。

今後は定期的なモニタリングで、プロジェクトの進捗状況を把握しつつ、プロジェクトをこ

のまま終了させるかどうか、更なる協力を行うとすればいかなる形態が最も適切か（現行プロ

ジェクトの継続か、まったく新規のスキームか）を、IDB側も交えて検討していくこととした

い。
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